
これから、多文化共生社会の形成について説明します。

お手元に施策調書をご用意して視聴をお願いします。

この政策の目標は、異なる文化や生活習慣についての相互理解を深め、外国
人県民も安心して快適に生活を送り、活躍できる環境を整備することです。



施策推進の視点について、説明いたします。
ひとつめは、外国人県民と日本人県民がお互いに交流し学び合う機会の創出 
です。
ふたつめは、「言葉の壁のない静岡県」の実現 です。



まず、視点１外国人県民と日本人県民がお互いに交流し学び合う機会の創出 
に関連する現状と課題を説明します。



静岡県には、令和３年６月末時点で99,143人の外国人県民が暮らしています。 
平成20年のリーマンショックの影響により大きく減少しましたが、その後
徐々に増加し、令和元年に10万人を超えました。令和２年、３年は新型コロ
ナウイルスの影響で減少しましたが、収束後は増加傾向となるものと考えら
れます。 
 



国籍別の外国人の割合は、ブラジルの方が31％を占め、次いでフィリピン、
ベトナム、中国と続きます。 
地域別には浜松市を中心とした県西部に多くの外国人県民が暮らしており、
人数及び人口に占める割合ともに高くなっています。 



 在留資格別には、永住者・定住者等の、身分に基づく在留資格の方が高い
割合を占めています。 



令和２年度に実施した調査によると、外国人県民が日本人県民に親しみを感
じる割合は73.7％、日本人県民が外国人県民に親しみを感じる割合は40％と
差があります。 
日本人と外国人のコミュニケーションの場づくりや、多文化共生意識を高め
ることが必要です。 
 



次に、視点２「言葉の壁のない静岡県」の実現  に関連する現状と課題を説明
します。



県では、言葉の壁のない静岡県をめざして、やさしい日本語の普及に取組ん
でいます。
はじめに、やさしい日本語とは何かについて説明します。
「やさしい日本語」は、難しい言葉を言い換えるなど相手に配慮した分かり
やすい日本語のことです。 
もともとは、災害時の外国人への情報伝達の手段とされていましたが、現在
では、外国人、子どもやお年寄り、障害のある人など、様々な人へのコミュ
ニケーションの手段として取組が進んでいます。 



やさしい日本語に関する調査では、「やさしい日本語」なら理解できると答
えた外国人県民の割合は全体の84％でした。
一方、日本人県民の「やさしい日本語」の認知度は「知らない」「詳しく知
らない」が70.1％であり、更なる普及が必要です。 



県の調査では、外国人県民が行政に望むことは、「災害時に多言語や「やさ
しい日本語」で情報を提供する」が43.9％で最も多く、次いで「役所などで、
多言語による情報提供や相談を充実する」が42.1％であり、「外国人の日本
語学習を支援する」も41.9％と高い割合となっています。 
 



多文化共生施策に関する県と市町、民間等の役割分担はごらんのとおりです。



次に、多文化共生に関する県の主な取組を御紹介します。
まずは、視点１外国人県民と日本人県民がお互いに交流し学び合う機会の創
出 の取組として、対話交流型の日本語教室について説明します。



まず、対話交流型初期日本語教室の設置・運営 です。
対話交流型とは、外国人県民と日本人県民が同じ立場でお互いの文化や日常
生活について、日本語を通じて学び合うことであり、
その学びの場が、「静岡型の初期日本語教室」です。
県では、この教室に携わる人材養成や運営などの仕組みを県内全域に構築す
ることを目指しています。 



次に、日本語指導者養成講座の実施です。
県は、対話交流型の初期日本語教室の構成員である、「地域日本語教育コー
ディネーター」、「指導者」、「指導補助者」、「学習支援者（サポー
ター）」等を養成し、市町の日本語教室の設置や運営を支援しています。 
また、教室で活躍する人材を募集し、人材情報バンクとして登録しています。



対話交流型の日本語教室のしくみは図のとおりです。
先生が複数の生徒に日本語を教える、授業形式の教室とは異なります。 



外国人県民と日本人県民とが、交流しながら、一緒に学びます。



次に、国際交流員等による「世界の文化と暮らし出前教室 」について御紹介
します。



令和３年度は、県内小中学校、高校、大学の授業や社会人の異文化理解の講
座、イベント等で  延べ3,511人を対象に41講座を行いました。 



参加者からは、世界に対する見方が変わった、多文化共生意識が高まったと
いう声が聞かれています。



つづいて、視点２「言葉の壁のない静岡県の実現」に関する取組を説明しま
す。
まず、やさしい日本語の普及・活用の取組を紹介します。



行政職員に「やさしい日本語」を広めるため、県や市町の行政職員向けに研
修を実施しています。
研修を経て、 「やさしい日本語」の手引きを活用しながら、行政情報等の｢や
さしい日本語｣による発信を促進しています。 



民間企業への取組として、外国人従業員を雇用する企業等に向けて研修会を
実施しています。 
また、県内のコミュニティFM全局と連携し、防災のための ｢やさしい日本
語｣の協力体制を構築しています。 
広く県民に情報発信してもらうために、ラジオ放送に関わる担当者への研修
を実施し、
｢やさしい日本語｣を知ってもらうとともに、｢やさしい日本語｣を活用した番
組製作・ラジオ放送を行っています。



ほかにも、「やさしい日本語」を広めるためのツールとして、「やさしい日
本語」の考え方がわかる動画やバッジを作成し、普及に努めています。 



つぎに、外国人県民への情報提供を推進する取組を紹介します。
2021年２月、外国人県民に必要な情報を確実に届けるため、「外国人県民へ
の情報提供に関するガイドライン」を定めました。 
 



ガイドラインに基づき作成した県政情報を、多言語情報ポータルサイトかめ
りああいや、外国人県民向けFacebookで発信しています。



次に、先ほども説明した初期日本語教室の設置について、外国人県民への日
本語の学びの場を提供するという視点で説明します。



県内全域に初期日本語教室を拡大するため、外国人比率の高い市町へのモデ
ル教室の設置や、
初期日本語教室運営のための補助金を交付しています。
また、日本語教室の設置が困難な地域については、ICT教材を活用して日本語
教育を実施できるよう働きかけを行っています。 
 



また、ネットワーク会議や研修会を行い、連携・ネットワークの構築を行っ
ています。



最後に主要事業について説明します。
これらの事業により、多文化共生社会を形成を進めています。

説明は以上になります。ご視聴ありがとうございました。


